様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2024年3月21日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃ きたにほんしょうどく　　　　                 
一般事業主の氏名又は名称　株式会社北日本消毒 
（ふりがな）みなと　とおる                 
（法人の場合）代表者の氏名　湊　亨  　         印   
住所　〒047-0007
北海道小樽市港町7番2号
法人番号　6430001050912　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社北日本消毒ホームページ
「DX推進戦略」

	公表日
	2024年3月5日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：当社ホームページ
公表場所：https://www.kitanihonsyoudoku.co.jp/wordpress/wp-content/uploads/2024/03/DX%E6%8E%A8%E9%80%B2%E6%88%A6%E7%95%A5.pdf
記載箇所：１，経営戦略
ページ：1頁

	記載内容抜粋
	現在、北海道において急速な人口減少と少子化高齢化が課題となっております。弊社が所在する後志・小樽地域においても、これらに対応したまちづくりが求められています。
弊社は 1982 年の創業以来、地元の皆様の安心・安全の実現のために業務に邁進してまいりました。微力ではありますが地元のまちづくりに関わらせていただいております。
人口減少と過疎化という地域課題に対応するためには、①業務効率化（限られた人手による的確な業務遂行）と②人材養成（地域のまちづくりを担う若い世代）が必要となります。
弊社としましてはこの①業務効率化と②人材養成を行うために DX へ積極的に取り組むことを決定いたしました。詳細は後述のとおりとなります。これらの施策により、今後も継続して地域に貢献してまいる決意です。
また、お客様ニーズを鑑みても、昨今のデジタル技術の進歩により、非対面等の柔軟な対応や時間を問わない迅速な対応が求められています。
このデジタル社会において、弊社は新たに下記ビジョンを掲げてまいります。
～いつでもすぐそばで「早く何とかしてほしい」に応える“爆速”対応カンパニー～
今すぐ困っていることへ、どこよりも早いレスポンス、かつ丁寧に対応することでお客様に選ばれる企業を目指してまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認済み




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社北日本消毒ホームページ
「DX推進戦略」

	公表日
	2024年3月5日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：当社ホームページ
公表場所：https://www.kitanihonsyoudoku.co.jp/wordpress/wp-content/uploads/2024/03/DX%E6%8E%A8%E9%80%B2%E6%88%A6%E7%95%A5.pdf
記載箇所：２，DX戦略
ページ：2頁

	記載内容抜粋
	北日本消毒では以下の３つの事業を柱に DX 推進を図ってまいります。
（１）現場の進捗管理／プロジェクト管理の効率化：
これまで紙（アナログ）で行っておりました業務の進捗管理と報告を、DX 実現後はスタッフのiPad 上から行ってまいります。お客様のもとで報告が完了するため、事務所で資料作成をする時間を削減できる他、報告ミス・連絡ミスでお客様に御迷惑をおかけする可能性自体をなくし、お客様に貢献してまいります。
（２）業務工程と工数の「見える化」：
お客様のご依頼からお見積書を発行するまでの間、お客様のもとに何度か伺うことになります。その流れの中には雑用作業に関わる時間が多く潜んでいることが予想されます。DX 実現によりこの雑用作業にかかっている時間を計測することで業務の無駄を洗い出していきます。
結果、お客様をおまたせすることなく迅速なサービス提供・問題解決を図れる組織にしてまいります。
（３）見積もり作業の効率化・高速化：
これまでは正確を期するあまりお見積もり依頼があった際も実際に訪問し調査するまでは概算額をお伝えすることができていませんでした。DX 実現後はたとえば駆除する害虫ごとにフォームを作っておき、質問項目を埋めていく形で見積書の概算を迅速に出せるようにするなどのスピード対応を実現していきます。それによりお客様の利便性向上に努めます。

具体的には下記①～④を実行いたします。
①現場の進捗管理／プロジェクト管理の効率化：
これまで紙ベースで対応していた業務進捗管理表をデジタル化するとともに、業務進捗管理表とスケジューラーの連携を図ります。具体的には進捗管理表に次回訪問日程を書くと自動的にスケジューラーに反映されるなどの業務改善に努めます。
他にも人工知能（AI）の活用により衛生管理業務の分析レポートを迅速に発行できるようにいたします。
②業務工程と工数の「見える化」：
スタッフが使用する PC・iPad にプログラムをインストールし、現在の作業にかかっている時間を計測します。それにより従業員スキルの可視化を図り、適時社内研修を行うことで人材養成を行ってまいります。
③見積もり作業の効率化・高速化：
専用フォームを作成し、お見積もり依頼があった際その場で概算額をお示しできるようにします。
④データ活用の効率化：
弊社にて承っております定期点検衛生管理業務・物件管理・備品在庫管理・受発注のデジタル化による業務効率化を進め、予防保全サービスの拡充へも活かしてまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認済み




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公表方法：当社ホームページ
公表場所：https://www.kitanihonsyoudoku.co.jp/wordpress/wp-content/uploads/2024/03/DX%E6%8E%A8%E9%80%B2%E6%88%A6%E7%95%A5.pdf
記載箇所：５．DX戦略の推進体制
ページ：4頁

	記載内容抜粋
	これまで弊社では社内の状況を改善するため、次の２つのチームを運営してまいりました。
1)現場チーム　　6名
2)事務所チーム　3名
これらのチームでは社内のモノの整理・整頓を行ってきています。グループリーダーを決めて課題抽出を行い、社内の問題解決をチーム内で実施してきました。ほかにも、報告書などのアナログの情報の整理・整頓も実施してきています。
これらの２つのチームに以下のチームを追加することでDX実現を図ります。
3)DX推進チーム　5名（メンバーの重複あり）
実務執行総括責任者：湊（代表取締役）
これまでは情報の整理・整頓において紙などアナログを用いた手法で対応してきました。現状ではその限界が出てきています。そのためこれまで紙ベースで情報管理をしていた仕様をそのまま使えるような形でのアプリ／システム開発を行うことで業務効率化・人材育成を図ります。
推進においては DX 推進チーム内で勉強会を開き、外部のコンサルタントを招き入れる形で弊社の状況にあった情報管理の方法や管理アプリ／ポータルサイト作成を行っていきます。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公表方法：当社ホームページ
公表場所：https://www.kitanihonsyoudoku.co.jp/wordpress/wp-content/uploads/2024/03/DX%E6%8E%A8%E9%80%B2%E6%88%A6%E7%95%A5.pdf
記載箇所：３．DX推進のための環境整備
ページ：3頁

	記載内容抜粋
	現在、紙での運用が主体となっているため、DX 推進チーム主導でシステムを見直し、新たなビジネスモデルに最適な基幹システムへの刷新もしくは SaaS の導入・連携を検討していきます。また、既存システムのさらなる活用も目指していきます。
（デジタル技術の活用）
①現場の進捗管理／プロジェクト管理の効率化
・Google ワークスペース
・chat work
②業務工程と工数の「見える化」
・draw.io
・Looker Studio

③見積もり作業の効率化・高速化
④データ活用の効率化
①②との連携を考えながら、最適なシステムを検討してまいります。

（整備・運用プロジェクト）
段階的なシステム導入の利便性を上げるため、DX 推進チーム主導でポータルサイト構築プロジェクトを発足しております。サイト構築後は従業員がポータルサイトを活用するための勉強会を継続的に実施してまいります。




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社北日本消毒ホームページ
「DX推進戦略」

	公表日
	2024年3月5日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：当社ホームページ
公表場所：https://www.kitanihonsyoudoku.co.jp/wordpress/wp-content/uploads/2024/03/DX%E6%8E%A8%E9%80%B2%E6%88%A6%E7%95%A5.pdf
記載箇所：４．DX戦略達成度を測る指標
ページ：3頁

	記載内容抜粋
	戦略の達成度を図る指標として次のものを検討しております。

（１）１人あたり売上高：
スタッフ1人あたりの売上高を計測することで業務効率化の推進度合いを計測します。

（２）業務１件あたりのバックヤード時間：
報告資料作りやスケジューリングにかかっている時間を計測し、DX実現によりどれくらい短縮が見られるかを分析していきます。

（３）クレーム・ミス発生件数：
DX実現によりこれらの数値がどれだけ減少したかを計測します。

（４）お見積もり作業にかかる時間の計測：
DX実現によりどれだけ短縮したかを計測します。

（５）お問い合わせから初回対応にいたる時間の計測：
お問い合わせから初回対応にいたるまでの時間がDX実現でどれだけ短縮したかを計測します。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①2023年11月15日（2024年3月5日更新）～継続実施中
②～継続実施中
③～継続実施中

	発信方法
	①当社ホームページでのDX戦略発信
https://www.kitanihonsyoudoku.co.jp/wordpress/wp-content/uploads/2024/03/DX%E6%8E%A8%E9%80%B2%E6%88%A6%E7%95%A5.pdf
②ブログ
https://www.kitanihonsyoudoku.co.jp/blog
③YouTube
https://www.youtube.com/user/kitanihonsyoudoku

	発信内容
	発信者は、実務執行総括責任者である代表取締役 湊 亨になります。
①にて発信している戦略の推進状況に関して、今後①にて指標の達成進捗を発信し、さらに②③にて最新の取り組み状況を発信してまいります。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年11月頃　～2023年12月頃


	実施内容
	「DX指標診断フォーマット」を用いて自己診断に取り組み、本申請の添付にて提出。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2023年10月頃　～継続実施中


	実施内容
	2023年10月～「SECURITY ACTION制度」に基づき、二つ星の自己宣言を実施。
情報セキュリティ規定が制定された後、当社は継続的な教育と情報セキュリティ活動を実施しています。
実施内容:
当社は情報セキュリティ対策を総合的に推進するために、「情報セキュリティ委員会」を設置しています。
この委員会は、個人情報保護法を含む情報セキュリティに関する対策を実施し、モニタリングする役割を担っています。
具体的には、基本方針、対策基準、セキュリティポリシーのルール整備を行い、これらに関してeラーニングを利用しながら全社員へ教育しています。
個人情報含む事故対応フローの整備を行い、発生時の対応報告における一連の活動を継続的にモニタリングし、PDCA（Plan-Do-Check-Act）サイクルを導入しながら運用しています。
情報セキュリティの指針となる「情報セキュリティ規程」と「情報セキュリティマニュアル」は、IT環境とITリスクの変化に応じて定期的な見直しを行っています。
情報セキュリティ委員会は、その活動結果を定期的に経営会議および取締役会に報告しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

